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年利、％

2017/12　①6.00％　②6.51％　③7.33％

（月末値）
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2018 年１月号（Ｎｏ．９７） 

インド景気には着実な持ち直しの動きがみられる。まず、内需をみると、２０１７年１１月の新車販売台数は前

年比+１４．３％と大幅に増加した。また、外需についても、１１月の輸出が同+３０．６％と約６年ぶりの高い伸び

を記録した。こうした中、１１月のコア産業生産指数は前年比+６．８％と５か月連続で加速している。１２月の製

造業ＰＭＩも５４．７（中立水準は５０）と５年ぶりの高水準となり、景況感も足元で顕著に改善している。「生産」が

５年ぶりの高水準を記録したことに加え、「新規受注」が１４か月ぶりの高水準となったこともＰＭＩを押し上げた。 

【今月のトピック：地方選挙で与党が勝利】 １２月にインド西部グジャラート州とヒマチャルプラデシュ州で州議会選挙が実

施された。グジャラート州では与党インド人民党が議席数を減らしたものの、単独過半数を確保した。これまで野党の支配

下にあったヒマチャルプラデシュ州に関しては、与党が６５％の議席を獲得した。与党は勝利を収めたものの、有力州であ

るグジャラート州での議席減は今後のモディ政権の政策に影響を及ぼしそうである。具体的には、成長から取り残されて

いる農村地域向けの対策や、雇用機会を創造する公共事業などの政府支出が拡大する可能性が高いとみられている。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2018 年１月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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